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事業番号 4 13 7 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 加藤　高之

一般管理費

事 業 名 総務管理運営費３ 担当課 資産経営課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 管財係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

事業開始年度

根拠法令等 富津市市民総合災害補償規則

実施の背景
　市の業務を行う上で、共通して使用する消耗品、保険の契約を個別に執行することは非効率
的であるため、一括して執行することで効率化を図る。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的 　市役所で共通して使用する消耗品や保険などの取り纏め、購入等を効率的に行う。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 職員
対象者数(全住民に対する割合)

人（ ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●需用費
　・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　5,052,296円
　・印刷製本費（封筒等）　　　　　　　　　645,084円

●委託料
　・刈草等処理委託料　　　　　　　　　　2,593,602円
　・電算委託料（繰越明許費分）　　　　 74,302,800円

●役務費
　・保険料（全国市長会市民総合賠償保険）　449,269円

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　 83,043,051円

単年度用
R3決算用
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1

事業番号 4 13 7 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

一般管理費

事 業 名 総務管理運営費３ 担当課 資産経営課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 10,125 83,043 8,027

委託料 3,289 需用費 5,697

人
件
費

合　計 0.30 人 1,734 0.30 人 1,734

旅費 11

7,658

内　訳

需用費 5,880 委託料 76,897 需用費 5,668 需用費 4,971

委託料 2,031 委託料 2,235
補償補填及
び賠償金

500 役務費 449 役務費 328 役務費 332

役務費 445
補償補填及
び賠償金

120

1.50 人 11,173 0.40 人 2,698

2,442

臨時職員等 0.10 人 192 0.10 人 192 人

1,542 1.50 人 11,173 0.30 人正職員 0.20 人 1,542 0.20 人

0 0.10 人 256

総事業費 11,859 84,777 19,200 10,356

財
　
源

合　計 10,125 83,043 8,027 7,658

国県支出金
74,303

その他特財
3

その他特財の内容 雑入

国県支出金の内容 コロナ臨時交付金

地方債

令和２年度 令和元年度

消耗品 千円 5,052 5,359 4,757

一般財源 10,125 8,737 8,027 7,658

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

刈草等処分 t 121.2 129.8 113.3

令和元年度令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

事業の自己評価 　職員の業務が滞ることがないよう、物品の調達、建物保険の契約等を行った。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標 　維持管理的事業のため、成果目標を設定することは適していない。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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）

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●電算業務委託料（委託料）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 30,233,940円
　情報処理システム管理運用業務包括委託21,238,140円、インターネット接続サービス3,400,320円、
　セキュリティ強靭化対策更新2,416,810円、総合行政ネットワークシステム等機器保守2,749,560円、
　年度末作業サポート290,510円、ウィルス対策ソフト更新138,600円
●繰越明許分電算業務委託料（委託料）・・・・・・・・・・・・・・ 74,302,800円
　庁内ネットワーク機器更新作業
●県自治体情報セキュリティクラウド運用保守（委託料）・・・・・・・1,050,732円
●事務機器借上料（使用料及び賃借料）・・・・・・・・・・・・・・ 24,575,956円
　PC19,317,934円、ネットワーク機器3,564,448円、サーバ1,193,184円、入室管理システム302,390円、
　プリンタ198,000円
●使用許諾使用料（使用料及び賃借料）・・・・・・・・・・・・・・・・496,606円
　ウィルス対策ソフト、Zoom、Iフィルター
●高速回線等使用料（役務費）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6,405,705円
　通信運搬費（フレッツ光、拠点間接続、公共無線LAN、LGWAN）
●特定個人情報の提供の求めに係る事務（負担金補助及び交付金）・・・4,163,000円
　中間サーバ・プラットフォーム運用保守、機器更改
●自治体セキュリティクラウド（負担金補助及び交付金）・・・・・・・・・2,770円
　第二期千葉県自治体情報セキュリティクラウド負担金
●情報業務に係る諸費（需用費）・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,372,369円
　・消耗品費（トナー、セキュリティワイヤー、ケーブル等）937,429円
　・修繕料（レーザプリンタ、PC）　　　　　　　　　　　  434,940円
●備品購入（備品購入費）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 79,233円
　ICレコーダ、モニター、ルーター

合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　142,683,111円

貸付先

委託先・指定管理者 (株)ディー・エス・ケイ、ＮＴＴ等

直接補助 ○ 間接補助 補助先 Ｊ－ＬＩＳ

目　　的
　電子計算システムを活用して業務の効率化を図るとともに、信頼性の高い情報ネットワーク
の運用を行う。また、情報資産の機密性、完全性及び可用性を維持する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民及び職員
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体 Ｊ－ＬＩＳ

貸付

事業開始年度 昭和54年度

根拠法令等 富津市セキュリティ基本方針

実施の背景
　情報化の進展に伴い、電子自治体の構築に向けた行政情報システムの基盤整備を推進すると
ともに、ネットワークの安定的な運用を図る必要がある。また、個人情報データの安全管理の
ための必要かつ適切な措置を講じなければならない。

事務区分 自治事務 法定受託事務

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 渡邉　博徳

一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費（システム関係費） 担当課 資産経営課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 情報係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用
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一般管理費

事 業 名 総務管理運営関係費（システム関係費） 担当課 資産経営課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1

事業番号 4 13 20 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

単年度用
R3決算用

事業の自己評価
　県と県内54市町村が協力して、インターネット接続口を集約した上で、千葉県自治体情報セ
キュリティクラウドを構築し、高度なセキュリティ対策を講じた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

セキュリティ事故件数 件 0 0 1

事
業
成
果

成果目標

・ネットワークを構成している各サーバ機器を一元的に管理するための環境を整備し、ネット
ワークの安定的な運用及びセキュリティの確保・向上を図る。
・庁内外のネットワークの保守管理業務を専門事業者に委託することにより、効率的な運用及
びセキュリティの向上を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位

単位当たりコスト 総事業費 ／ パソコン借上数 千円 270

事
業
実
績 8 8 8

令和元年度

ネットワーク障害件数 件 0 1 1

165 136

令和３年度 令和２年度

令和２年度 令和元年度

パソコン借上総数 台 571 571 571

一般財源 100,837 67,316 73,644 63,140

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

サーバ機器借上総数 台 4 4 5

プリンター借上総数 台

財
　
源

合　計 103,394 142,683 82,758 65,531

国県支出金
2,557 75,367 9,114

その他特財
その他特財の内容

2,391

国県支出金の内容
社会保障・税番号制度システム整備費補助金(～R3)、
デジタル基盤改革支援補助金(R4)、コロナ臨時交付金

地方債

1.50 人

0 人 0

総事業費 122,087 154,438 93,931 77,743

その他 1,452 その他 650

12,212

臨時職員等 0.10 人 192 0.10 人 192 人

11,563 1.50 人 11,173 1.50 人正職員 2.40 人 18,501

負担金補助
及び交付金

5,313

1.50 人 11,173 1.50 人 12,212

需用費 519

65,531

内　訳

使用料及び
賃借料 54,191 委託料 105,587 委託料 43,457 委託料 32,208

使用料及び
賃借料

26,273
使用料及び

賃借料
21,581

役務費 9,930 役務費 6,406 役務費 6,189 役務費 5,910
負担金補助
及び交付金

3,101

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 103,394 142,683 82,758

委託料 34,305
使用料及び

賃借料
25,072

負担金補助
及び交付金

4,166
負担金補助
及び交付金

6,189

人
件
費

合　計 2.50 人 18,693 1.60 人 11,755

その他 1,867

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）
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1

事業番号 4 15 15 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向 ① 働く“場”をつくる 施策番号 2 作成責任者 多田　亮太

一般管理費

事 業 名 公共施設再配置関係費 担当課 資産経営課

総合戦略施策名
基本目標 ＿４市の産業仕事を創る 担当係 資産経営係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

事業開始年度 平成26年度

根拠法令等 インフラ長寿命化計画（国）・富津市経営改革プラン・富津市公共施設等総合管理計画・富津市公共施設再配置推進計画

実施の背景
　現在の厳しい財政状況や将来一斉に老朽化する公共施設等の更新問題、人口減少等に対応
し、持続可能な行政経営を行っていくために計画的な公共施設等のマネジメントが必須となっ
ている。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的

　公共施設・インフラを、自治体経営の視点から総合的かつ、統括的に企画、管理及び利活用
する「公共施設等マネジメント」について、市民との情報共有を充分に行った上で積極的に推
進することで、公共施設の保有総量の適正化やインフラの長寿命化等を段階的に進め、更新費
用や維持管理費の削減を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 市民
対象者数(全住民に対する割合)

41,248 人（ 100.0 ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 ㈱ファインコラボレート研究所

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●公共施設個別施設計画策定支援業務委託料（繰越明許費分）・・・・14,300,000円
　公共施設再配置推進計画の方針等を踏まえ、個別施設ごとの中長期的な視点に立った適正配置と効率的な管
理運営を推進していくことを目的とする個別施設計画を策定するにあたり、施設の老朽化度を診断し、施設保
全の優先度を定める等、専門的見地からの支援が必須であるため業務委託した。

●公共施設白書の更新・・・・・・・・・・0円
　市が保有する公共施設等の施設概要・コスト・利用実績等を記載した『富津市公共施設白書』の更新を実施
した。

●閉校後の学校跡地利用（需用費）・・・・・・・32,284円（ワークショップ消耗品）
　閉校の利活用を考えるワークショップを旧天羽東中学校で開催。（ワークショップ2回、延べ参加者38名）
ワークショップで頂いた意見等を参考に公募を開始した。

単年度用
R3決算用
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事業番号 4 15 15 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

一般管理費

事 業 名 公共施設再配置関係費 担当課 資産経営課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 63 14,332 0

旅費 25 需用費 32

人
件
費

合　計 1.50 人 11,563 1.50 人 11,563

291

内　訳

需用費 38 委託料 14,300 役務費 274

需用費 10

旅費 7

1.50 人 11,173 1.50 人 12,212

12,212

臨時職員等 人 0 人 0 人

11,563 1.50 人 11,173 1.50 人正職員 1.50 人 11,563 1.50 人

0 人 0

総事業費 11,626 25,895 11,173 12,503

財
　
源

合　計 63 14,332 0 291

国県支出金

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

アンケート配布数 件 － － 3,000/3,000

一般財源 63 14,332 0 291

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

公共施設白書作成・更新 － R4.3更新 R3.3更新 R2.3更新

庁内検討会議開催数 回 5

令和元年度

公共施設等の延べ床面積 ㎡ 155,242.94 152,653.85 158,066.91

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績 施設所管課と適時会議 2

事業の自己評価

　公共施設白書を更新したことにより、各施設の詳細な利用状況が確認できた。
　富津市公共施設再配地推進計画に伴い各施設等の個別施設計画を策定した。
　旧金谷小学校の利活用事業者が決定し、利活用事業者と貸付契約、基本協定、災害協定を締
結した。また、旧天羽東中学校の利活用を考えるワークショップの開催、利活用事業者の募集
及び審査を経て、優先交渉権者を決定した。

比較参考値

公共施設関連計画策定状況
木更津市・・・公共施設等総合管理計画・公共施設再配置計画・公共施設カルテ
君津市・・・・公共施設マネジメント基本方針・公共施設等総合管理計画・公共施設カルテ
袖ケ浦市・・・公共施設（建築物）の再編整備に関する基本方針・公共施設等総合管理計画・公共施設白
書
市原市・・・・公共資産マネジメント推進計画・公共施設カルテ

その他
特記すべき事項

計画的な保全の推進 － － － －

今後50年間で見込まれる公共施設の累積更新費用額 億円 485 487.5 489.6

事
業
成
果

成果目標

　公共施設等総合管理計画に示した基本的な方針が成果目標となるが、具体的な施設ごとの方
向性を示す再配置推進計画に沿って個別施設計画を策定中であるため、具体的な数値目標は現
時点では設定困難である。従って公共施設白書で毎年度公表している公共施設等の延べ床面積
及び今後50年間で見込まれる公共施設の累積更新費用額を成果指標とした。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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3

事業番号 4 30 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 加藤　高之

財産管理費

事 業 名 庁舎管理費 担当課 資産経営課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 管財係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

事業開始年度

根拠法令等 富津市庁舎管理規則、消防法等

実施の背景
　現庁舎は、平成４年に建設された建物であり、老朽化が進みつつあることから、計画的に修
繕及び改修工事を実施し、建物の長寿命化を図る必要がある。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　市庁舎の適正な維持管理を行い、安全で安心な施設運営のための修繕や定期検査等を実施す
る。また来庁者が利用しやすい環境や職員が働きやすい職場の環境整備を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 庁舎利用者及び職員
対象者数(全住民に対する割合)

人（ ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 三幸㈱、㈱佐生,　ほか

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●委託料
　・富津市庁舎総合管理業務委託 　　　　　　　　 29,040,000円
　・令和4年度庁舎改修工事設計業務委託　　　　　 12,100,000円
　・庁舎清掃業務委託　　　　　　　　　　　　 　 10,956,000円
　・庁舎改修工事監理業務委託料　　　　　　　　　 4,268,000円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　5,837,227円
●需用費
　・消耗品費（蛍光灯、トイレットペーパーほか） 　　846,985円
　・燃料費（草刈用混合ガソリンほか）　　　　　　　　17,552円
　・光熱水費（電気料金、水道料金、ガス料金） 　 27,019,301円
　・修繕料（庁舎外灯交換修繕業務ほか26件）　 　　5,680,620円
●役務費
　・通信運搬費（電話料金）　　　　　　　　 　　　4,766,094円
　・手数料（合併浄化槽汚泥汲取手数料ほか）　　 　　724,100円
　・保険料（建物総合損害共済基金分担金）　　　 　　220,448円
●使用料及び賃借料
　・事務機器借上料（複合機、デジタル印刷機）　　 5,083,048円
　・事務機器借上料（庁内電話交換機）　　　　　　 2,802,797円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 380,029円
●工事請負費
　・庁舎昇降設備改修工事（1号機・2号機）　　　　59,180,000円
　・庁舎外壁防水改修工事　　　　　　　　　　　　62,304,000円
　・庁舎防火戸・防火シャッター改修工事　　　　　13,453,000円
　・庁舎自動水栓化工事　　　　　　　　　　　　　 2,915,000円
　・庁舎非常照明用蓄電池交換修繕工事（明許繰越） 9,614,000円
●備品購入費
　・プロジェクター用スクリーン他　　　　　　　　 　 96,332円
合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 257,304,533円

単年度用
R3決算用



- - -

3

事業番号 4 30 5 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

財産管理費

事 業 名 庁舎管理費 担当課 資産経営課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 232,731 257,305 135,908

委託料 58,947 委託料 62,201

使用料及び
賃借料

8,266
使用料及び

賃借料
8,574

人
件
費

合　計 2.35 人 16,088 1.95 人 13,874

その他 6,427

105,377

内　訳

工事請負費 130,389 工事請負費 147,466 委託料 54,993 委託料 46,073

需用費 33,497 需用費 43,703

需用費 31,542 需用費 33,565 工事請負費 28,380 工事請負費 8,651
使用料及び

賃借料
5,426

使用料及び
賃借料

5,982

1.45 人 9,217 2.00 人 13,492

その他 968その他 5,807 その他 10,464

12,212

臨時職員等 0.35 人 670 0.20 人 383 0.30 人

13,491 1.15 人 8,566 1.50 人正職員 2.00 人 15,418 1.75 人

651 0.50 人 1,280

総事業費 248,819 271,179 145,125 118,869

財
　
源

合　計 232,731 257,305 135,908 105,377

国県支出金
2,915

その他特財
17,009 54,243 9,950 6,876

その他特財の内容 公共施設等マネジメント基金繰入金、雑入ほか

国県支出金の内容 コロナ臨時交付金

地方債 126,500 15,200

令和２年度 令和元年度

修繕 件 27 33 23

一般財源 89,222 200,147 110,758 98,501

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

電気使用量 kwh 1,140,780 1,109,581 1,198,701

ガス使用量 ㎥ 20,938

令和元年度

397 325

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 年間日数 743

事
業
実
績 17,655 18,224

事業の自己評価

　老朽化、経年劣化による故障が発生したが、優先順位をつけて修繕を行った。庁舎建物を効
果的、効率的に運営していくため、令和元年度に策定した「富津市庁舎中長期保全計画」に基
づき、昇降設備改修工事（2基）、外壁防水改修工事、防火戸・防火シャッター改修工事を実施
した。

比較参考値

その他
特記すべき事項

事
業
成
果

成果目標
　本庁舎を日常的に維持管理するための事業であり、成果目標を設定することは適していな
い。
　市の業務が円滑に進むよう、今後も適正な庁舎の維持管理に努める。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

3

事業番号 4 30 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 加藤　高之

財産管理費

事 業 名 車両管理費 担当課 資産経営課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 管財係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

事業開始年度

根拠法令等 富津市安全運転管理規定ほか

実施の背景
　公用車の効率的な稼働及び安全走行の確保を図るため、各課で管理していた公用車（特殊車
両等を除く）を集中的に管理し、適正な車両管理を行う。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　公用車の適正な維持管理及び運行管理を行い、車両の効率的な稼働と経費の節減を図り、ま
た、交通事故の防止、安全運転の励行を図る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 職員
対象者数(全住民に対する割合)

人（ ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 ㈱日産フィナンシャルサービス、トヨタレンタリース千葉ほか

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●需用費
　・消耗品費　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 8,914円
　・燃料費　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 3,653,462円
　・修繕料（車検、法定点検ほか） 　　　　　　　　　　 842,401円

●使用料及び賃借料
　・公用車メンテナンスリース　　 　　　　　　　　　 8,532,920円
　・車両運行管理システム　　　　　 　　　　　　　　 1,224,300円
　・有料道路通行料　　　　　　　　 　　　　　　　　　 261,290円

●役務費
　・手数料（車検手数料ほか） 　　　　　　　　　　　　 138,890円
　・保険料（自賠責保険、自動車災害共済基金分担金）　1,602,595円

●備品購入費
　・庁用自動車　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 3,421,534円
　・ドライブレコーダー　　　　 　　 　　　　　　　　　 89,100円

●負担金補助及び交付金
　・負担金（安全運転管理者）　　　　　　　　　　　　　 70,000円

●公課費
　・自動車重量税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 30,200円

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,875,606円

単年度用
R3決算用



- - -

3

事業番号 4 30 10 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

財産管理費

事 業 名 車両管理費 担当課 資産経営課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 19,851 19,876 14,226

需用費 5,224 需用費 4,505

役務費 1,741 公課費 149

人
件
費

合　計 1.00 人 7,130 1.10 人 7,901

公課費 42

14,022

内　訳

使用料及び
賃借料

12,892
使用料及び

賃借料
10,019

使用料及び
賃借料

7,800
使用料及び

賃借料
6,355

需用費 4,384 需用費 5,899

役務費 1,623 備品購入費 3,511 役務費 1,893 役務費 1,700
負担金補助
及び交付金

70 公課費 68

0.95 人 6,548 2.00 人 13,492

その他 100

12,212

臨時職員等 0.10 人 192 0.10 人 192 0.10 人

7,709 0.85 人 6,331 1.50 人正職員 0.90 人 6,938 1.00 人

217 0.50 人 1,280

総事業費 26,981 27,777 20,774 27,514

財
　
源

合　計 19,851 19,876 14,226 14,022

国県支出金

その他特財
539 236 94

その他特財の内容 諸収入

国県支出金の内容

地方債 2,700

令和２年度 令和元年度

公用車の平均年間走行距離 ㎞ 5,277 7,361 8,928

一般財源 19,851 16,637 13,990 13,928

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

車検台数 台 4 13 12

令和元年度

集中管理車両の台数 台 48 45 44

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績

事業の自己評価
　公用車のメンテナンスリースの導入により、リース車両が増えることにより市の管理事務が
軽減された。また給油カード導入により、単価契約や支払い事務を軽減できた。

比較参考値

その他
特記すべき事項

メンテナンスリース車の台数 台 38 34 26

事
業
成
果

成果目標
　車両運行管理システムによる稼働率の分析を行い、効率的な配車を行うとともに、車両のメ
ンテナンスリースの導入により、事務軽減を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位



- - -

）

3

事業番号 4 30 20 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 多田　亮太

財産管理費

事 業 名 その他管理費 担当課 資産経営課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 資産経営係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

事業開始年度

根拠法令等 富津市財務規則

実施の背景
　普通財産（行政目的として使用している財産以外の財産）の維持保存、直接使用及び外部へ
の貸し付け、売り払い処分等、最も効率的に運用しなければならない。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的 　普通財産の適正な管理及び貸し付け、売り払い処分等により、財産を有効に活用する。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 普通財産の貸付者、売り渡し者
対象者数(全住民に対する割合)

－ 人（ ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者 ㈱URリンケージ等

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●普通財産維持管理費（委託料）・・・・・・・・・・・・・24,454,678円
　普通財産草刈業務委託（6件）・・・・・・10,277,190円
　公有財産台帳管理システム運用支援業務委託・924,000円
　各種設備保守点検等委託料・・・・・・・・5,883,988円（閉校6校及び旧法務局等に係る各種法定点検
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 業務委託料等）
　測量・登記業務委託料・・・・・・・・・・・833,500円（大堀市有地等）
　枝木伐採業務委託料（3件）・・・・・・・・ 616,000円
　公共資産売却業務包括民間委託料・・・・・・336,600円（普通財産1件売却）
　測量・登記業務委託料（繰越明許費分）・・5,583,400円（旧佐貫運動広場）

●普通財産維持管理費（閉校6校他）（需用費）・・・・・・・8,110,327円
　光熱水費・・・・6,419,297円（閉校6校及び旧法務局等に係る電気・水道料）
　修繕料・・・・・1,691,030円（閉校6校等）

●旧佐貫運動広場施設解体工事（工事請負費）・・・・・・・ 6,215,000円

●使用料及び賃借料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2,631,589円（閉校に係る借地料等）

●普通財産維持管理費（役務費）・・・・・・・・・・・・・ 2,012,878円
　通信運搬費・・・529,543円（閉校6校及び旧法務局に係る電話回線料）
　手数料・・・・1,212,209円（不動産鑑定手数料、閉校6校に係る浄化槽法定点検検査手数料等）
　保険料・・・・・271,126円（閉校6校及び各普通財産に係る建物総合損害保険料）

●負担金補助及び交付金（水道組合負担金）・・・・・・・・・  15,000円（旧環南小）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　43,439,472円

単年度用
R3決算用
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3

事業番号 4 30 20 1 成果説明書・掲載事業

事業シート（概要説明書）

財産管理費

事 業 名 その他管理費 担当課 資産経営課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 40,109 43,439 39,277

需用費 11,715 需用費 8,110

使用料及び
賃借料

2,631 役務費 1,067

人
件
費

合　計 1.30 人 10,022 1.30 人 10,022

負担金補助
及び交付金

15

12,597

内　訳

委託料 23,822 委託料 24,455 委託料 25,003 委託料 11,743

需用費 10,405 需用費 299
使用料及び

賃借料
2,693 工事請負費 6,215

使用料及び
賃借料

2,623 原材料費 296

役務費 1,864 役務費 219

1.30 人 9,683 1.35 人 10,991

使用料及び
賃借料

40その他 2,028 その他 179

10,991

臨時職員等 人 0 人 0 人

10,022 1.30 人 9,683 1.35 人正職員 1.30 人 10,022 1.30 人

0 人 0

総事業費 50,131 53,461 48,960 23,588

財
　
源

合　計 40,109 43,439 39,277 12,597

国県支出金

その他特財
3,800 1,473 276 219

その他特財の内容 公共施設等マネジメント基金繰入金、諸収入

国県支出金の内容

地方債

令和２年度 令和元年度

貸付物件数 件 62 64 59

一般財源 36,309 41,966 39,001 12,378

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

一般競争入札件数 件 1 0 0

売り払い件数 件 6

令和元年度

土地建物貸付収入 千円 17,138 14,528 19,857

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績 5 6

事業の自己評価

　令和2年度以降、公共資産売却業務包括民間委託を実施しており、未利用土地を一般競争入札
により1件（820万円）で売却した。令和4年度も引き続き、売却可能性のある未利用地について
の情報を整理し、一般競争入札やプロポーザル方式による公募を実施することで、未利用地の
処分及び利活用を進めていきたい。

比較参考値 　公共資産売却業務包括民間委託実施団体・・・・市原市・君津市・浜松市

その他
特記すべき事項

　令和2年度当初予算から54-23-10「事務局関係費４」を統合（閉校学校施設関係）
　令和元年度から、水道事業の統合による遊休資産分として、普通財産が361筆、合計157,073
㎡増加。
　令和2年度から閉校施設（天神山小・竹岡小・金谷小・佐貫中・天羽東中）が普通財産となっ
た。

土地売払収入 千円 9,311 8,519 825

事
業
成
果

成果目標 　遊休土地等（普通財産）の売却及び貸付等により、未利用地の処分を進める。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位
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事業番号 4 30 25 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

基本的な
施策の方向

施策番号 作成責任者 加藤　高之

財産管理費

事 業 名 分散勤務環境整備事業 担当課 資産経営課

総合戦略施策名
基本目標 担当係 管財係

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

事業開始年度 令和3年度

根拠法令等 新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金交付要綱

実施の背景
　新型コロナウィルス感染症の拡大防止を目的として、交代勤務等が実施されたが、さらなる
接触機会の低減が必要となった。

事務区分 自治事務 ○ 法定受託事務

目　　的
　庁舎内における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止し、行政機能を継続させるととも
に、市民等のテレワークの導入を推進するため、旧レストラン棟に執務が可能な環境を整備す
る。

事
　
業
　
概
　
要

対　象 職員
対象者数(全住民に対する割合)

－ 人（ ％

実施方法

直接実施 ○ 業務委託 一部委託 ○ 指定管理

実施主体

貸付 貸付先

委託先・指定管理者

直接補助 間接補助 補助先

関連事業

その他 その他の内容

事　業　内　容 （金額を含めた予算の執行内容）

●需用費
　・修繕料（レストラン棟エアコン交換業務委託）3,960,000円

●委託料
　・レストラン棟配線整備作業委託　　　　　　　　542,718円

●使用料及び賃借料
　・事務機器借上料（レストラン棟分散勤務用PC）　119,460円

●備品購入費
　・備品（分散勤務環境整備用机・椅子）　　　　1,320,000円
　・ 〃 （　　〃　　　　　　ブラインド）　　　　556,600円
　・ 〃 （　　〃　　　　　　LEDデスクスタンド)　211,200円
　・ 〃 （　　〃　　　　　　パーテーション)　 　484,000円

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,193,978円

単年度用
R3決算用
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事業番号 4 30 25 1 成果説明書・掲載事業 ○

事業シート（概要説明書）

財産管理費

事 業 名 分散勤務環境整備事業 担当課 資産経営課

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目

単年度用
R3決算用

[ 単位：千円 ] 令和４年度（予算） 令和３年度（決算） 令和２年度（決算） 令和元年度（決算）

コ
　
ス
　
ト

事
　
業
　
費

(

人
件
費
を
除
く

)

合　計 0 7,194 0

備品購入費 2,572

使用料及び
賃借料

119 -

人
件
費

合　計 0.00 人 0 0.60 人 4,046

0

内　訳

需用費 3,960 -

-

委託料 543 -

0.00 人 0 0.00 人 0

-

0

臨時職員等 人 0 0.10 人 192 人

3,854 人 0 人正職員 人 0 0.50 人

0 人 0

総事業費 0 11,240 0 0

財
　
源

合　計 0 7,194 0 0

国県支出金
7,194

その他特財
その他特財の内容

国県支出金の内容 コロナ臨時交付金

地方債

令和２年度 令和元年度

空調整備 － 交換 － －

一般財源 0 0 0 0

活動実績

活動指標名（実績値/目標値） 単位 令和３年度

ＬＡＮ配線整備 － 整備 － －

パソコン設置 台 －

令和元年度

- - -

令和３年度 令和２年度

単位当たりコスト 総事業費 ／

事
業
実
績 6 －

事業の自己評価
　旧レストラン棟に空調やLAN配線のほか、パソコン、机、イスなどを設置し、分散勤務やWeb
会議の環境を整備するとともに、外部の人が利用できるテレワークスペースとしても利用可能
となった。

比較参考値

その他
特記すべき事項

　職員の分散勤務環境として利用するほか、一般利用が可能なテレワークスペースとしても供
用を開始する予定

事
業
成
果

成果目標 　令和4年度から利用開始できるよう、令和3年度中に分散勤務環境を整備する。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位


